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（仮訳）  

 

Ｇ７クリーン・エネルギー経済行動計画（２０２３年５月２０日） 

 

我々Ｇ７首脳は、気候危機に対処し、遅くとも２０５０年までにネット・ゼロ排出を達成

するために世界のクリーン・エネルギーへの移行を加速させるべく、行動し、協力を深化さ

せている。我々は、パリ協定への揺るぎないコミットメントを再確認する。我々は、これら

の目標を達成するためには、国内外における将来の産業への公的及び民間の投資が必要であ

り、世界的なエネルギー移行のコストを下げ、クリーン・エネルギーへの移行のための投資

ギャップを埋めるために、更なる協力が必要であることを認識する。我々は、我々の貿易政

策が我々の共通の目標を達成する上で大きな役割を果たすこと、また、我々の貿易政策が世

界貿易機関（ＷＴＯ）を中核とする、ルールに基づく、公正で、公平な、かつ透明性のある

多角的貿易体制を強化するという我々のコミットメントに基づくものでなければならない

ことを認識する。我々は、持続可能な開発及びクリーン・エネルギーへの移行を含む我々の

時代の最も差し迫った課題に効果的に対応できるよう、多角的貿易体制の包括的な改革及び

強化に取り組んでいる。我々は、将来のクリーン・エネルギー経済を推進する上で、互いの

犠牲の上に行動しないという我々の共同のコミットメントを反映した協調的な方法で、開か

れた、かつ透明性のある協力を行うことを強調する。我々は、持続可能な成長及び質の高い

雇用を実現するクリーン・エネルギー経済への公正な移行の礎として、上記の考えを堅持す

ることにコミットする。この文脈で、我々は、過度な戦略的依存を減らし、世界中の現地の

労働者及びコミュニティに利益をもたらす、安全、強靱、廉価で持続可能なクリーン・エネ

ルギーのサプライチェーンと強い産業基盤を構築することの重要性を強調する。我々はまた、

これらの目標の達成においてクリーン・エネルギー技術が果たす役割を認識し、この目的の

ために、この分野における研究及び更なる協力にコミットする。クリーン・エネルギー経済

への移行を導くための我々の共同の取組は、パートナーが自国の経済の野心的かつクリーン

な移行を達成するために効果的にインセンティブを与える政策に取り組み、労働者の地位を

向上させ、疎外されたコミュニティを支援し、環境を保護し、ルールに基づく多角的体制を

堅持し強化するための我々の共同のコミットメントに基づくものである。低・中所得国（Ｌ

ＭＩＣｓ）のクリーン・エネルギーへの願望及びそれらの国々がクリーン・エネルギーへの

移行において果たす重要な役割を認識し、我々の行動計画は、未来のクリーン・エネルギー

経済への移行が貧困を削減し、繁栄の共有を促進することを確実にするために、世界中のパ

ートナーとの協力及び支援を深化させることを目指す。 

 

Ｉ． 一致団結して前進 

我々は、パリ協定の目標達成に向け、一致団結して前進する。我々は、各国のエネルギー

事情、産業・社会構造及び地理的条件に応じた、多様な道筋があることを認識しつつ、気温

上昇を摂氏１．５度に抑えることを射程に入れ続けるために、これらの道筋が遅くとも２０

５０年までにネット・ゼロという共通目標に繋がるべきであることを強調する。この共通の
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目標を達成するために、我々はゼロサム競争に対して取り組んでいる。我々は、政策を実施

する際に起こり得る相違を、対話、協力及び協調を通じて解決することを目指す。我々は、

我々の経済の脱炭素化に向けた世界的な取組を支援するため、国際的なパートナーと協力し、

開放的、協調的かつ包摂的な気候クラブにおいて引き続き活動するという我々のコミットメ

ントを再確認する。我々は、気候クラブの創設メンバーとして、国際的なルールを遵守しつ

つ、時間をかけて、脱炭素化された産業生産を既定のビジネスケースとしていき、それによ

り、グリーン成長の支援に貢献し、特にカーボンリーケージ及び緩和の取組に対して起こり

得るその他のリスクに対処することを期待する。我々は、既に参加を表明している国々を歓

迎する。 

 

ＩＩ． インセンティブの効果の最大化 

我々は、パリ協定の目標を達成するためには、有意義で新たなインセンティブ、産業政策、

公的及び民間投資が緊急に必要であると認識する。我々は、クリーン・エネルギーへの移行

には、世界的にエネルギー移行のコストを下げるために投資ギャップを埋めることが必要で

あることを認識する。我々は、我々の規制と投資が、全ての国にとってクリーン・エネルギ

ー技術をより廉価にし、誰一人取り残さずに、労働者及びコミュニティのためのグローバル

で公正なエネルギー移行を促進することを確実にするよう取り組む。我々は、我々のそれぞ

れの政策がクリーン・エネルギーの技術及び慣行の展開を最大化するという共通の目標に役

立ち、公正で自由な貿易を促進し、相互支援的であるとともに、我々の多角的貿易体制に対

するコミットメントに整合的で、公平な競争条件を維持するよう、政策の透明性及び協調に

コミットし、これらの取組を損なう措置を自制する。我々は共に、ゼロサム競争に対して取

り組んでおり、また、我々のインセンティブが全てのパートナーのためにクリーン・エネル

ギーの展開及び雇用を最大化し、資本がＬＭＩＣｓに流入することを可能にするよう、グロ

ーバルな貿易及び投資を促進する政策を策定し、慣行を実践している。 

 

ＩＩＩ． 貿易政策を通じた排出削減 

我々は、貿易及び貿易政策が気候変動に取り組むための重要なツールであり、持続可能な

成長の原動力となり得ることを認識する。この認識に基づき、我々は、貿易財を生産する際

に生じた排出量を明らかにするよう市場を促すことにより、脱炭素化及び排出削減を促進す

る貿易政策を追求し、不当に競争優位を得るために環境基準を引き下げるべきではないこと

を確認する。我々は、この分野におけるＷＴＯの取組を歓迎する。我々は、共通の目標を持

ちながら、我々の気候政策が、炭素価格付けメカニズム、規制及びインセンティブを含む異

なるアプローチをとり得ることを認識する。我々はまた、そのような政策を実施するため、

サプライチェーンを通じた生産時の排出量に関する情報のような、必要なデータ及びツール

を開発するための取組について集中的に連携する。我々は、気候政策に関する野心の相違が

大きくなることにより、カーボンリーケージのリスクが増大する可能性があることを認識し、

このリスクに対処するため、関連する国際機関を含め引き続き協力して取り組む。我々は、

経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）に対し、製品やセクターの炭素集約度を算出するための方法
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論的アプローチを探求するための炭素緩和アプローチに関する包摂性フォーラム（ＩＦＣＭ

Ａ）の進捗状況を我々に報告するよう要請する。 

 

ＩＶ． 強靱なグローバル・サプライチェーンの確立 

新型コロナウイルスのパンデミック及びエネルギー危機は、国境の内外で重大な影響を与

え、我々のサプライチェーンの脆弱性を露呈した。我々は、クリーン・エネルギー製造サプ

ライチェーン並びに関連技術の開発及び展開の加速に対する総投資額を増加させるという

目標を共有している。我々は、ＣＯＰ２８までに国際エネルギー機関（ＩＥＡ）がクリーン・

エネルギー・サプライチェーンに関する進捗を報告することを期待する。さらに、我々は、

ストレステストを含め、サプライチェーンの脆弱性を分析することの重要性を認識する。

我々は、クリーン・エネルギー技術の製造・設置への投資の規模を世界的に拡大すること、

及び地理的に集中したクリーン・エネルギー・サプライチェーンから生じる過度の依存を低

減し回避することに努めつつ、クリーン・エネルギーが安全で、強靱で、廉価で、かつ持続

可能であることを確実にする形でクリーン・エネルギー・サプライチェーンを多様化するこ

とを重視する。この文脈で、我々は、加工及び精錬を含む重要鉱物資源のサプライチェーン

を強固で、強靱で、責任があり、かつ透明性のあるものにするという我々の多角的貿易体制

へのコミットメントに基づき、これらのサプライチェーンにおける現地での価値創造を支援

する。また、これらのサプライチェーンが、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」、国

際労働機関（ＩＬＯ）「三者宣言」、ＯＥＣＤ「多国籍企業行動指針」といった、責任ある企

業活動に関する国際的に認められたスタンダードに合致するよう協力することも必要であ

る。我々は、地域及び世界のエネルギー移行のために、安全で、強靱で、廉価で、かつ持続

可能なクリーン・エネルギー・サプライチェーンを構築する上で重要な役割を果たすＬＭＩ

Ｃｓとの新しいパートナーシップを確立することにコミットする。我々は、ＬＭＩＣｓがサ

プライチェーンの多様化の恩恵を十分に受け、高リスクの依存を低減し、自らのクリーン・

エネルギーへの移行目標を達成することを支援する、質の高い気候及びエネルギー安全保障

投資に向けた公的及び民間資金を引き出すため、Ｇ７グローバル・インフラ投資パートナー

シップ（ＰＧＩＩ）を活用する。ＰＧＩＩの一環として、パートナーのクリーン・エネルギ

ーへの移行を支援し、かつ加速し、ＬＭＩＣｓにおける長期的な経済成長に貢献するため、

これらの優先事項に向けて追加の民間資本を引き出す新しいインセンティブ及び方法を特

定することにより、我々はパートナーと協力し、融資可能なプロジェクトの候補を開発する

ことを目指す。並行して、我々は、財務大臣が、関心あるパートナー及び国際機関、特に世

界銀行グループと協力して、遅くとも本年末までの立ち上げを目指して、「ＲＩＳＥ（強靱

で包摂的なサプライチェーンの強化）に向けたパートナーシップ」を策定することにより、

「脱炭素時代における強靱なサプライチェーン構築に向けた財政・公的金融手段に係るハイ

レベル政策ガイダンス」を具体的な行動に移すことを指示する。我々は、重要鉱物資源のサ

プライチェーンを強化し、採掘及び加工、並びにリサイクルにおける責任ある持続可能な投

資を促進し、高い環境、社会、ガバナンス（ＥＳＧ）の基準を推進するため、鉱物安全保障

パートナーシップを通じた協力を継続する。我々は、現地のコミュニティへの利益を確保し、



4 

 

社会対話、社会及び環境の保護並びに労働及び雇用における権利に根ざした公正なエネルギ

ー移行を進める、高いＥＳＧ基準に沿ったサプライチェーンを促進する。我々はまた、責任

ある企業行動を高めるために、ＯＥＣＤ「多国籍企業行動指針」及びＯＥＣＤ「紛争地域及

び高リスク地域からの鉱物の責任あるサプライチェーンのためのデュー・ディリジェンス・

ガイダンス」に沿ったデュー・ディリジェンス要件の民間企業による採用を促進する。この

取組を支援するため、我々は、ＩＥＡによるサミットへの新しい報告を歓迎し、２０２３年

にハイレベルの国際ワークショップにつながるクリーン・エネルギー製造ロードマップを作

成するようＩＥＡに要請する。 

 

Ｖ． クリーン・エネルギー技術の推進 

我々は、国際的な活動を通じて、クリーン技術及び持続可能な解決策、特に再生可能エネ

ルギー技術及びエネルギー効率化対策が、世界的に最も廉価でアクセスしやすくかつ魅力的

な選択肢となるよう、また、持続可能なサプライチェーンを促進するために公共調達を通じ

て模範となるよう、引き続き協働する。我々は、クリーン・エネルギー技術及び製品の研究、

普及及び輸出入を促進する。我々は、開放的で透明性の高い競争力のあるエネルギー市場の

促進という観点からこれを行い、国際標準化機構を通じて重要鉱物市場に関する技術的な国

際標準の開発に取り組む。我々はまた、ネット・ゼロに向けたイノベーション及び技術に貢

献するスタートアップ企業及び中小企業の重要な役割を強調し、Ｇ７が意欲的なスタートア

ップ企業と世界的に協力することに期待する。我々は、ＬＭＩＣｓにおけるクリーン・エネ

ルギーへの移行を加速するための重要な手段として、クリーン技術の研究、開発及び普及を

引き続き支援する。その第一歩として、我々は、ＩＥＡに対し、公的部門、金融、企業、研

究及びスタートアップ企業の関係者を集めた国際的なフォーラムを開催するよう招請する。 

 

ＶＩ． クリーン・エネルギーの物品及びサービスの貿易及び投資の促進 

我々は、脆弱なサプライチェーンに起因する経済的及び安全保障上のリスクを防止しつつ、

気候目標の達成に資する温室効果ガスの削減を促進する重要鉱物資源を含む物品及びサー

ビスの貿易及び投資を促進すること、並びにクリーン・エネルギー技術への追加的な資本を

動員することにコミットしている。我々は、特に、ＷＴＯのような国際機関において、気候

変動の緩和及び適応に貢献し、製品のライフサイクル全体にわたってクリーン・エネルギー

への移行を促進するようなサービス及び物品の貿易を更に促進するために協働する。具体的

には、気候変動対策に有意義な環境的な物品、サービス及び技術を特定し、これらのサプラ

イチェーンにおける生産と貿易を促進するためにＧ７諸国間の取組を調整する。この取組の

一環として、我々はＷＴＯにおいて、クリーン・エネルギーの物品及びサービスのための循

環型経済を促進するための作業を進める。加えて、我々は、ＷＴＯと整合的な方法で、貿易

ルール及び貿易政策にこれらの取組を取り入れ、クリーン・エネルギーの物品及びサービス

の生産時の排出量の削減について、更にインセンティブを与える方法を検討する。 

 

ＶＩＩ． グローバル・パートナーへの支援 
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我々は、貧困と闘い、包摂的で持続可能な成長、完全で生産的な雇用、及び全ての人々の

ためのディーセント・ワークを実現するために経済を転換する世界中の国々を支援すること

にコミットしている。我々は、これらの長年にわたる開発の優先事項が、野心的な気候目標

の達成を含むグローバルな課題と深く絡み合っていることを認識する。そのため、我々は、

ＰＧＩＩとの相乗効果を活用し、公正なエネルギー移行パートナーシップの成功裡の進捗を

確保することを含め、クリーンで公正なエネルギー移行の面で各国を支援する我々の強いコ

ミットメントを再確認する。我々は、ＬＭＩＣｓに対する気候資金の提供のための取組を強

化している。我々は、貧困削減及び繁栄の共有に不可欠な要素として、世界銀行を始めとす

る国際開発金融機関を、グローバルな課題により良く対応できるように進化させるための措

置を講じている。この進化は、クリーン・エネルギーよりも広範であるが、Ｇ７を超える経

済圏が将来のクリーン・エネルギー経済への移行の恩恵を十分に実現できる立場にあること

を確保するために、我々の戦略にとって不可欠な要素である。我々は、脆弱な国の強靱性を

高め、途上国及び新興経済国のグリーンな移行を奨励するために、フランスが６月にパリで

開発資金のための首脳会合を開催することを歓迎するとともに、全体として２０３０アジェ

ンダの実現に向けた我々の取組を強化する。このクリーン・エネルギー経済行動計画を通じ

て、我々は、我々の経済を脱炭素化する貿易政策を策定し、強靱なクリーン・エネルギー・

サプライチェーンの開発を加速させ、クリーン・エネルギーの物品及びサービスの共通の市

場を成長させ、我々のＬＭＩＣｓのパートナーのために公的及び民間部門の気候及びエネル

ギー安全保障への多額の投資を動員するために協働する。我々が共有するエネルギー及び気

候の課題を克服し、より安定的で繁栄した未来を確保するために、世界中のパートナー国と

この作業に取り組んでいく。 

 

（了） 


